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研究成果の概要（和文）：本研究では、まず認知症検診への受診意図に影響を与える要因について検討した。そ
の結果、認知症になると重大な結果を招くという認知を持っている人はそうでない人と比べて5.7倍、認知症予
防の生活習慣に関する知識を持っている人はそうでない人と比べて2倍、認知症検診への受診意図が高まること
が明らかとなった。この知見を用いて、個人に応じた認知症予防の生活習慣指導を取り入れた認知症検診プログ
ラムを作成した。陽性者のうち受診した75％は認知障害を認めた。また、拒否や抵抗は全対象者において認めな
かった。以上より、本プログラムは地域で行う認知症検診プログラムとして有用である可能性があると示唆され
た。

研究成果の概要（英文）：In the present study, Ｉ focused on the main perception-related factors that
 affect people’s intention to undergo dementia screening. The results indicated that awareness of 
seriousness and knowledge of preventative lifestyle had significant influence on intention to 
undergo screening. The above results suggested that to increase the intention to undergo dementia 
screening, psychoeducation that encourages people to understand the serious consequences of 
dementia, efforts to spread awareness of the risk factors for dementia, and promotion of lifestyle 
factors that are preventative may be effective.

研究分野： 臨床心理学
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域援助
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１．研究開始当初の背景 
超高齢社会を迎えたわが国では、認知症罹

患者数が年々増加している。認知症は、加齢
を最大の危険因子としており（Fratiglioni 
et al.、2004）、国連の報告(UN、2002)にも
みられるように高齢人口の増加が世界的傾
向である今日、認知症患者数が今後ますます
増えることが予想される。したがって、認知
症の早期発見はわが国のみならず世界的に
見て重要な社会的課題である。 
こうしたなか、認知症の早期発見を目的と

した検診事業が自治体等を中心に展開され、
その取り組みがいくつか報告されている（月
岡ら、2008；浦上 2011）。多くの認知症検診
事業は、一次検診で認知症のリスクのある人
をスクリーニングし、二次検診でさらに詳細
な検査を行うという二段階体制で行われて
いる。しかし、こうした二段階検診は、受診
するための時間と労力を割かねばならず、地
域住民の受診率は決して高いとはいえない。 
近年、認知症の危険因子に関する知見が蓄

積され、食生活（Morris et al、 2003；2006）、
運動(Lautenschlager et al.、 2008)、余暇
活動（Wilson et al.、 2003）、知的活動（山
上・山口、2017）などの生活習慣により、認
知症発症の危険率が低下することが報告さ
れている。このことは、認知症発症を予防す
るうえで、生活習慣の改善の有効性を示唆し
ている。 
これらの見解に基づくと、認知症検診への

受診意図に影響を与える要因について明ら
かにしたうえで、認知症の早期発見だけでは
なく、認知症を認めなかった者に対しても、
将来の認知症発症を予防するという視点を
加えた包括的な認知症検診プログラムの開
発が、超高齢社会を迎えたわが国に強く求め
られる。しかし、認知症検診の受診意図に影
響を与える要因について、これまでのところ
十分に検討されていない。また、そのような
要因を考慮にいれ、認知症予防から早期発見
までを包含した認知症検診プログラムにつ
いても検討されてはいない。 
 
２．研究の目的 
本研究では、第一研究として、認知症検診

の受診意図に影響を与える要因について、主
に認知的変数に焦点を当てて検討した。その
後、第二研究として、地域住民の負担と受診
しやすさを考慮し、地域の寄合で簡単に実施
でき、一度の検診で陽性判定ができる認知症
検診プログラムを作成した。そして、検診結
果において個人に応じた認知症予防の生活
習慣を指導できる仕組みを組み入れること
で、陽性判定された人の医療機関受診行動を
促進できるか否かについて検討した。また、
認知機能の低下と関連すると言われている
生活習慣のうち、陽性判定された人に有意に
認められる習慣についても検討した。 
 
３．研究の方法 

（１）第一研究 
本調査の分析対象者は、八戸医療生協、香

川医療生協、高知医療生協の組合員344人（男
性 74 人、女性 270 人、平均年齢 71.6±6.7
歳）であった。選択基準は 60 歳以上の男女
とし、除外基準は 1)現在認知症で医療機関に
通院している者、2)この 1年以内に医療機関
などでもの忘れチェックを受けた者、3)もの
忘れ外来や脳ドックへの受診を予約してい
る者とした。 
本調査では、年齢、性別、教育年数、同居

の有無の基本属性、認知症検診受診意図の程
度（以下、受診意図）、認知症になると重大
な結果を招くという認知の程度（以下、重大
性の認知）、自分がいつか認知症になるかも
しれないという認知の程度（以下、罹患性の
認知）、認知症を予防できると思うという認
知の程度（以下、予防可能性）、ソーシャル
サポートの有無（3 項目。以下、ソーシャル
サポート）、認知症予防の生活習慣に関する
知識の程度（以下、予防習慣の知識）、地域
での役割や生きがいの程度（以下、役割・生
きがい）について尋ねた。 
 
（２）第二研究 
医療生協健文会、鳥取医療生協の組合員の

うち、本プログラムへの参加に同意した 197
人（平均年齢 76.4±6.5 歳、男性 30 人、女
性 167 人）を対象とした。なお、本研究では
65 歳以上の高齢者を対象とし、認知症や知的
障害を有する人は対象から除外した。 
認知症検診プログラムは、地域の寄合で認

知症医療の専門家でなくても簡単に実施で
き、特別な訓練を必要としないものから構成
した。具体的には、竹田式三色組合せテスト
（Takeda Three Colors Combinations Test：
TTCC、 Takeda et al.、 2012）、立方体模写、
認知症の初期症状の質問からなるパートと、
認知症のリスクを高める生活習慣を問うパ
ート（以下、認知症リスク習慣の質問）から
構成された。初期症状の質問項目は、認知症
の病初期において認めやすいと言われる症
状について先行研究を参考にして作成した。
TTCC は個別に実施し、それ以外の項目は集団
で実施した。本プログラムでは、立方体模写
不正解を 2点、初期症状項目各 1点とし、こ
れらの合計が 3 点以上かつ TTCC で誤反応を
示した人を陽性、それ以外の人を陰性と評価
した。一方、認知症リスク習慣の質問は、食
生活（Morris et al.、 2003;2006）、運動
(Lautenschlager et al.、 2008)、余暇活動
(Wilson et al.、 2003)、知的活動(山上・
山口、2017)、ストレス（Friedman & Rosenman、 
1956; Sapolsky et al.、 1986）などこれま
で報告されている認知症の危険因子を参考
に作成した。 
 対象者への検診結果のフィードバックは、
陽性と陰性それぞれ異なる結果票を用いて
行い、個人に応じた認知症予防活動として、
認知症のリスク習慣の質問でチェックのつ



いたカテゴリーに該当する指導文がコピー
＆ペーストで貼り付けられるようにした。対
象者は、結果票を見て自分に必要な認知症予
防活動について理解できるとともに、結果票
の文言とフィードバックを行うスタッフか
ら医療機関受診を勧められるという構造を
作った。 
 本プログラムの実施および結果のフィー
ドバックは、医療生協が組合員を対象として
毎月地域で行っている班会と呼ばれる寄合
の場で行った。 
 
４．研究成果 
（１）本研究による主な結果と考察 
① 第一研究 
 受診意図高群は 110 人（32％）、受診意図
低群は 234 人（68％）であった。単変量解析
の結果、有意水準 5％で有意となった項目は、
重大性の認知、罹患性の認知、予防可能性、
予防習慣の知識であった。このうち、受診意
図低群よりも高群の方が、重大性の認知、罹
患性の認知、予防可能性、予防習慣の知識が
高かった。 
次に、これら 4つの因子を説明変数、受診

意図を目的変数としたロジスティック回帰
分析を行った。その結果、重大性の認知（オ
ッズ比：5.7、95％信頼区間：3.0 – 11.0）
と予防習慣の知識（オッズ比：2.0、95％信
頼区間：1.2 – 3.4）が、受診意図に有意な
影響力を持っていることが示された。以上よ
り、認知症検診の受診意図を高めるには、認
知症に罹患することで重大な結果を招くこ
との心理教育と、認知症の危険因子と防御因
子の生活習慣の普及を図ることが有効な対
応となる可能性があることが示唆された。 
 
② 第二研究 
 本プログラムによって陽性と判定された
のは 32 人（16.2％）、陰性と判定されたのは
165 人（83.8%）であった。陽性と判定された
人のうち一か月以内に医療機関に受診した
人は 4 人で、2 人がアルツハイマー病、1 人
が軽度認知障害と診断された。これらの結果
から、受診行動達成率は 12.5％であった。 
 一方、判定結果と認知症リスク習慣の差異
について検討したところ、「魚や野菜をあま
り食べない」（P=0.05）と「暇を持て余すこ
とがよくある」（P=0.05）の 2 項目のみ陽性
判定者と陰性判定者で有意な差の傾向を認
めた。これらの因子を説明変数、判定結果を
目的変数としてロジスティック回帰分析を
行った。その結果、「魚や野菜をあまり食べ
ない」（オッズ比：2.94、95％信頼区間：1.01 
– 8.53）が、判定結果に有意な影響力を持っ
ていることが示された。 
本プログラムに対する拒否や抵抗は、全対

象者において認めなかった。 
根本ら（2004）の調査によると、認知症の

頻度は65 歳以上の地域住民の10％と推定さ
れると報告されている。本プログラムによる

陽性率は、それより高い値を示しているが、
偽陽性を考慮すると妥当な値であろうと考
えられる。陽性者のうち受診した 75％は認知
障害を認めた。また、拒否や抵抗は全対象者
において認めなかったため、本プログラムは
寄合などの場で行ううえで認容性の高いプ
ログラムであるといえる。以上より、本プロ
グラムは認知症検診プログラムとして有用
である可能性があると示唆された。 
 
（２）本研究成果に対する社会的意義 
 地域における認知症検診は、認知症の早期
発見と早期治療を行ううえで重要な事業で
ある。しかし、これまでの認知症検診は受診
率が決して高くはなかった。本研究では、認
知症検診の受診意図を高める要因について
明らかにした。認知症検診への受診意図を高
める要因を明らかにすることで、それらを考
慮に入れた認知症検診事業を展開すること
によって、検診受診率の向上が期待できる。
本研究成果は、認知症検診受診率を高める対
策を講じるための先駆的研究としての意義
を持っている。 
 今後、高齢者人口は当面の間増加傾向にあ
る一方、生産年齢人口は減少することが予想
されている（国立社会保障・人口問題研究所、
2017）。そのため、持続可能な社会保障を制
度設計するうえで、認知症予防と早期発見に
よる初期治療は重大な課題となる。したがっ
て、地域住民の多くが受診しやすい認知症検
診プログラムは今後ますます必要性を増し
ていくものと思われる。本研究で開発した認
知症検診プログラムは、従来の二段階ではな
く一度の検診で医療機関受診を勧めること
が可能であり、地域住民が検診のためだけに
出かけるのではなく、地域の寄合の場で実施
する認容性の高いプログラムである。また、
本プログラムは認知症予防を包含しており、
受診者は個人に応じた認知症予防活動につ
いての指導を受けることが可能である。本研
究で開発した認知症検診プログラムは、高齢
者人口が増える一方、マンパワーが不足する
わが国や世界における今後の認知症検診事
業のより良い実施に示唆を与えるものとな
ったと思われる。 
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